
【【 】】

各周波数区分における具体的取組
別添１

【【5050～～222MHz222MHz】】

防災無線、県防災端末系無線防災無線、県防災端末系無線

※※11 赤字赤字は、今回の改定により、新たに追加した取組を示す。は、今回の改定により、新たに追加した取組を示す。
※※22 青字青字は、前回の改定時（平成は、前回の改定時（平成1919年年1111月）から進捗のあった月）から進捗のあった

取組を示す。取組を示す。

【【60MHz60MHz帯帯】】

移行が未完了移行が未完了のものについては、のものについては、実施計画実施計画のの
提出等、定期的に進捗状況の報告提出等、定期的に進捗状況の報告を求めるを求める

電気通信・公共・一般業務（移動）
放送（TV放送以外）

非静止
移動衛星↓

非静止
移動衛星↑

簡易無線

放送（TV放送以外）

航空用
救命無線

補聴援助用、音声ｱｼｽﾄｼｽﾃﾑ、
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一般業務・
放送中継
(固定･移動)

14654 68 17050 222［MHz］15690 108

地 ビジ 放送 デジタ 化 伴う地 ビジ 放送 デジタ 化 伴う

船舶通信(国際ＶＨＦ等)・
放送中継・各種用途(固定･移動)

各種用途
（固定・移動）

航空無線標識(VOR)
計器着陸ｼｽﾃﾑ(ILS)

公共業務（固定・移動）・
ラジコン・ラジオマイク(特定小電力)・

テレメータ・テレコントロール

航空無線標識
(ﾏｰｶﾋﾞｰｺﾝ)

14654 68 170

地上テレビジョン放送のデジタル化に伴う地上テレビジョン放送のデジタル化に伴う
空き周波数の有効利用空き周波数の有効利用
【【9090～～108MHz 108MHz 及び及び170170～～222MHz222MHz】】
①① 「放送」用途の使用に関し、「携帯端末向けマルチメディア放送のあ「放送」用途の使用に関し、「携帯端末向けマルチメディア放送のあ

り方に関する懇談会」における検討を踏まえ 関連の技術試験事務り方に関する懇談会」における検討を踏まえ 関連の技術試験事務

防災無線、市町村防災用無線、消防用無線防災無線、市町村防災用無線、消防用無線
【【150MHz150MHz帯帯】】

①① 無線局数の推移を確認無線局数の推移を確認
②② 平成平成2020年度利用状況調査において重点的に調査を行い年度利用状況調査において重点的に調査を行い

その結果をその結果を踏まえ踏まえ260MHz260MHz帯への移行計画を策定（帯への移行計画を策定（～～H22 3H22 3）） り方に関する懇談会」における検討を踏まえ、関連の技術試験事務り方に関する懇談会」における検討を踏まえ、関連の技術試験事務
を実施し、技術基準の策定等の制度化を進める（を実施し、技術基準の策定等の制度化を進める（H20.4H20.4～）～）

②「自営通信」用途の使用に関し、「公共・公益分野における移動無線②「自営通信」用途の使用に関し、「公共・公益分野における移動無線

システムシステムののブロードバンド化等にブロードバンド化等に関する調査検討」において技術試関する調査検討」において技術試
験事務を実施（験事務を実施（H19.8H19.8～～H22.3H22.3））

その結果をその結果を踏まえ踏まえ260MHz260MHz帯への移行計画を策定（帯への移行計画を策定（ H22.3H22.3））



【【 】】【【335.4335.4～～770MHz770MHz】】

簡易無線簡易無線簡易無線簡易無線
【【350MHz350MHz帯、帯、400MHz400MHz帯帯】】

平成平成2020年年88月に制度化を行ったデジタル方式の普及を進月に制度化を行ったデジタル方式の普及を進
め、アナログ方式からの移行を図るめ、アナログ方式からの移行を図る

公共業務・放送事業（陸上移動）
電気通信・公共・

一般業務（陸上移動）

ア特

公共・一般業務
（固定・移動）

コードレス電話
（親局）

衛星用非常位置指示
無線標識（EPIRB）

335.4 770［MHz］470

TV放送（13～52ｃｈ） TV放送（53～62ｃｈ）
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各種用途（固定・移動）
・特定小電力

各種用途（固定・移動）
・特定小電力

各種用途
（固定・移動）
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440348.5625 465.15～

地上テレビジョン放送のデジタル化に伴う空き周波数の地上テレビジョン放送のデジタル化に伴う空き周波数の
有効利用有効利用

～348.8 465.0375

防災無線、県防災端末系無線防災無線、県防災端末系無線、、市町村防災用無線市町村防災用無線
【【400MHz400MHz帯帯】】

【【470470～～770MHz770MHz】】
①①「「ITSITS」用途での使用に関し、安全運転支援情報通信システム実用化」用途での使用に関し、安全運転支援情報通信システム実用化

のための調査及び実証を行い、その結果を踏まえ、技術基準策定等のための調査及び実証を行い、その結果を踏まえ、技術基準策定等
に向けた検討を実施に向けた検討を実施

②「電気通信」用途での使用に関し、②「電気通信」用途での使用に関し、800/900MHz800/900MHz帯の周波数再編の進帯の周波数再編の進
捗状況及び携帯電話シ ム等 需要 技術動向を踏まえ 成捗状況及び携帯電話シ ム等 需要 技術動向を踏まえ 成

【【400MHz400MHz帯帯】】

①①無線局数の推移を確認無線局数の推移を確認
②平成②平成2020年度利用状況調査において重点的に調査を行い、そ年度利用状況調査において重点的に調査を行い、そ

の結果をの結果を踏まえ踏まえ260MHz260MHz帯への移行計画を策定（帯への移行計画を策定（～～H22.3H22.3））

捗状況及び携帯電話システム等の需要・技術動向を踏まえ、平成捗状況及び携帯電話システム等の需要・技術動向を踏まえ、平成2424
年年77月月2525日から使用可能となるよう検討を実施日から使用可能となるよう検討を実施

③デジタル中継局のリパック③デジタル中継局のリパックにに関し関し、、全国地上デジタル放送推進協議会全国地上デジタル放送推進協議会
と連携し、円滑なと連携し、円滑なチャネル切替方策チャネル切替方策等を検討等を検討



【【 】】【【770770～～960MHz960MHz】】 パーソナル無線パーソナル無線
【【903903～～905MHz905MHz】】
①① 無線局数の推移を確認無線局数の推移を確認
②②400MHz400MHz帯簡易無線の帯簡易無線のデジタル方デジタル方

式の制度化されたことにかんがみ式の制度化されたことにかんがみ地域防災無線通信地域防災無線通信 式の制度化されたことにかんがみ式の制度化されたことにかんがみ、、
現行の技術基準の適用期限である現行の技術基準の適用期限である
平成平成3434年年1111月月3030日を期限として廃日を期限として廃
止（～止（～H34.11H34.11））
またまた、無線局数の推移に応じて廃止、無線局数の推移に応じて廃止
時期の時期の前倒しも検討前倒しも検討

地域防災無線通信地域防災無線通信
【【846846～～850MHz850MHz及び及び901901～～903MHz903MHz】】
平成平成2323年年55月月3131日まで日までにに260MHz260MHz帯への帯への
周波数移行が周波数移行が円滑に進むよう、円滑に進むよう、無線局数無線局数
の推移をの推移を確認確認 （～（～H23.5H23.5））

特定ラジオマイク特定ラジオマイク
【【770770～～806MHz806MHz】】
デジタル方式の導入にデジタル方式の導入について制度ついて制度
整備を行う（整備を行う（～～H21.3H21.3））

ラジオマイク
（特定小電力） RFID

時期の時期の前倒しも検討前倒しも検討

800MHz帯
携帯無線通信

770 960［MHz］806 950810 956

800MHz帯携帯無線通信 800MHz帯携帯無線通信800MHz帯携帯無線通信

800MHz800MHz帯映像帯映像FPUFPU
【【770770～～806MHz806MHz】】
①① 周波数の利用効率を高周波数の利用効率を高

800MHz800MHz帯帯MCAMCA陸上移動通信陸上移動通信
【【850850～～860MHz860MHz及び及び905905～～915MHz915MHz】】
更なる周波数の有効利用の観点から、周波数共用更なる周波数の有効利用の観点から、周波数共用
に関する技術的調査 検討を開始し 結論を得るに関する技術的調査 検討を開始し 結論を得る

950MHz950MHz帯音声帯音声STLSTL／／TTLTTL
【【958958～～960MHz960MHz】】
移行先周波数の検討を完了し（～移行先周波数の検討を完了し（～H21.3H21.3）、他の周）、他の周

めるめるための有効利用技ための有効利用技
術の研究開発を実施術の研究開発を実施
（～（～H22.3H22.3））

②② ①を踏まえ、更なる①を踏まえ、更なる
周波数有効利用方策周波数有効利用方策

に関する技術的調査・検討を開始し、結論を得るに関する技術的調査・検討を開始し、結論を得る
（～（～H23.3H23.3））

数数 、、
波数帯へ移行する（～波数帯へ移行する（～H28.3H28.3））

800MHz800MHz帯の周波数再編帯の周波数再編 【【810810～～960MHz960MHz】】
地上アナログテレビジョン放送の終了後、地上アナログテレビジョン放送の終了後、700700／／900MHz900MHz帯の周波数を帯の周波数を

移動通信システム用として使用するため、周波数の再編を推進（～移動通信システム用として使用するため、周波数の再編を推進（～H24H24））

について検討し、一定について検討し、一定
の方向性を打ち出すの方向性を打ち出す
（～（～H22.3H22.3））



【【 】】【【1.41.4～～1.71GHz1.71GHz】】

電波天文 移動
衛星↑

移動
衛星↓

気象援助
気象衛星

電波
天文

無線航行
衛星

GPS等宇宙運用↑

移動
衛星↑

1.5GHz
帯MCA
陸上移
動通信

1.5GHz
帯MCA
陸上移
動通信

携帯電話 携帯電話

1.71［GHz］
1.4 1.429 1.453

1.477
1.501

衛星↑衛星↓ 気象衛星天文衛星

1.465
1.468

1.513
1.516

1.525

衛星↑
動通信 動通信

1.5GHz1.5GHz帯の周波数再編帯の周波数再編 【【1.4291.429～～1.525GHz1.525GHz】】
1.5GHz1.5GHz帯デジタル帯デジタルMCAMCA陸上移動通信の効率的な周波数利用が促陸上移動通信の効率的な周波数利用が促
進されるよう 割当周波数の見直しを進める進されるよう 割当周波数の見直しを進める進されるよう、割当周波数の見直しを進める。進されるよう、割当周波数の見直しを進める。

継続検討とされた帯域を含む継続検討とされた帯域を含む11．．5GHz5GHz帯の周波数再編について、帯の周波数再編について、
平成平成2020年年44月からの情報通信審議会の検討を踏まえ、結論を出す月からの情報通信審議会の検討を踏まえ、結論を出す
（～（～H21.3H21.3））



【【 】】【【1.711.71～～2.4GHz2.4GHz】】

ルーラル加入者無線ルーラル加入者無線
【【2025.52025.5～～2075.5MHz2075.5MHz及び及び2205.52205.5～～2255.5MHz2255.5MHz】】
他の電波利用システムにより使用可能となるよう帯域を他の電波利用システムにより使用可能となるよう帯域を
縮減するため 新規に導入されるシステムの動向を勘案縮減するため 新規に導入されるシステムの動向を勘案縮減するため、新規に導入されるシステムの動向を勘案縮減するため、新規に導入されるシステムの動向を勘案
しつつ、方向性を得る（～しつつ、方向性を得る（～H23H23頃）頃）

IMT
(衛星↑） IMT

（衛星↓）

IMTバンドIMT IMT

公共業務（固定） PHS

公共業務

2.4［GHz］1.71

IMTバンド
IMTバンドIMT-

2000
IMT-
2000 IMTバンド

2025.5 2075.5

IMT-2000IMT-2000 宇宙運用↓ 公共業務
（固定・移動）

IMTバンド

IMT 2000

IMTバンド 2205.5 2255.5

宇宙運用↑

IMT-2000



【【 】】【【2.42.4～～2.7GHz2.7GHz】】

NN--STARSTAR衛星移動通信システム衛星移動通信システム
【【25002500～～2535MHz2535MHz及び及び26552655～～2690MHz2690MHz】】
平成平成2626年までに端末年までに端末の受信能力向上が確実に実現可能の受信能力向上が確実に実現可能

となるようとなるよう 事業者の検討状況について 情報通信審議事業者の検討状況について 情報通信審議

電波ビーコン（VICS）

となるようとなるよう、事業者の検討状況について、情報通信審議、事業者の検討状況について、情報通信審議
会に報告（～会に報告（～H21.3H21.3））

無線LAN等

アマチュア
2499.7

電波天文

音声衛星放送

広帯域移動無線
アクセスシステム

2 7［GHz］
2.4

産業科学医療用（ISM） IMTバンド

2630
2500 2535 2655 2690

2.7［GHz］



【【 】】 音声音声STLSTL／／TTLTTL／／TSLTSL【【3.43.4～～4.4GHz4.4GHz】】 音声音声STLSTL／／TTLTTL／／TSLTSL
【【3.42653.4265～～3.456GHz3.456GHz】】
監視・制御回線監視・制御回線
【【3.43.4～～3.4045GHz3.4045GHz及び及び3.42253.4225～～3.4265GHz3.4265GHz】】
次次のことを踏まえ 移動通信システムが円滑にのことを踏まえ 移動通信システムが円滑に導入可導入可

音声音声FPUFPU
【【3.40453.4045～～3.4225GHz3.4225GHz】】
他の放送事業用周波数の利用等他の放送事業用周波数の利用等

移動通信と衛星通信の共用検討等移動通信と衛星通信の共用検討等
【【3.43.4～～4.2GHz4.2GHz】】
①① 第第44世代移動通信システムと衛星通信シス世代移動通信システムと衛星通信シス

ム等と 高度な周波数共用技術に関するム等と 高度な周波数共用技術に関する

次次のことを踏まえ、移動通信システムが円滑にのことを踏まえ、移動通信システムが円滑に導入可導入可
能であり、かつ、音声能であり、かつ、音声STLSTL等が円滑に等が円滑にMM又は又はNNバンドバンドにに
周波数移行可能な期限を設定し、移行方策を検討周波数移行可能な期限を設定し、移行方策を検討。今。今
後、新た後、新たに音声に音声STLSTL等を開設する際は、等を開設する際は、MM又は又はNNバンドをバンドを
割当てる割当てる
・移行先である・移行先であるMMバンド及びバンド及びNNバンドについてバンドについて H19H19年度年度

の検討を行い、移行方策、移行期の検討を行い、移行方策、移行期
限について結論を出す（～限について結論を出す（～H21.3H21.3））

テム等との高度な周波数共用技術に関するテム等との高度な周波数共用技術に関する
技術試験事務を実施（～技術試験事務を実施（～H22.3H22.3））

②② ①の結果を踏まえつつ具体的な共用方①の結果を踏まえつつ具体的な共用方
策について検討し、結論を出す策について検討し、結論を出す （～（～H24.3H24.3））

移行先である移行先であるMMバンド及びバンド及びNNバンドについて、バンドについて、H19H19年度年度
に音声に音声STLSTL等による使用が制度化されたこと等による使用が制度化されたこと

・平成・平成2222年以降の移動通信システムの電波需要に対処年以降の移動通信システムの電波需要に対処
する必要があること及びする必要があること及びWRCWRC--0707においてにおいて3.43.4～～3.6GHz3.6GHz
ががIMTIMTに特定されたことに特定されたこと

航空無線航行

3.4 3.63.456
3.42253.4045
3.4265 4.2 4.4[GHz]

航空無線航行
（電波高度計等）

映像映像STLSTL／／TTLTTL／／TSLTSL
【【3.4563.456～～3.6GHz3.6GHz】】
映像映像STLSTLについては平成については平成2424年年1111月月3030日までに他の放送事業用マイクロ波帯へ移日までに他の放送事業用マイクロ波帯へ移
行することとする。なお、移動通信システムの導入時期及び平成行することとする。なお、移動通信システムの導入時期及び平成2121年度時点で利用年度時点で利用
状況を状況を踏まえ 必要に応じて 移行方策及び移行期限を見直すこととし（踏まえ 必要に応じて 移行方策及び移行期限を見直すこととし（ H23 3H23 3））

4GHz4GHz帯電気通信業務用固定無線システム帯電気通信業務用固定無線システム
【【3.6.3.6.～～4.2GHz4.2GHz】】
平成平成2424年年1111月月3030日までに周波数の移行が円滑に行え日までに周波数の移行が円滑に行え
るよう、無線局数の推移を確認（～るよう、無線局数の推移を確認（～H24.11H24.11））

状況を状況を踏まえ、必要に応じて、移行方策及び移行期限を見直すこととし（～踏まえ、必要に応じて、移行方策及び移行期限を見直すこととし（～H23.3H23.3）、）、
当該期限までに移行の完了が困難な場合は、更に猶予を設け、最終的にはすべて当該期限までに移行の完了が困難な場合は、更に猶予を設け、最終的にはすべて
の回線の移行をの回線の移行を完了（完了（～～H28.3H28.3））



【【 】】【【4.44.4～～5.85GHz5.85GHz】】

帯気象 ダ 及び帯気象 ダ 及び 帯空港気象 ダ帯空港気象 ダ

ＤＳＲＣ等

5GHz5GHz帯気象レーダー及び帯気象レーダー及び5GHz5GHz帯空港気象レーダー帯空港気象レーダー
【【5.255.25～～5.35GHz5.35GHz】】
平成平成1616年度に終了した技術試験事務において、年度に終了した技術試験事務において、5.255.25～～5.35GHz5.35GHz帯の帯の100MHz100MHz幅から幅から
5.335.33～～5.37GHz5.37GHz帯の帯の40MHz40MHz幅への周波数移行が適当との結果を得たこと及び今年幅への周波数移行が適当との結果を得たこと及び今年
度までの研究開発の結果を踏まえ、狭帯域化に係るコスト動向や度までの研究開発の結果を踏まえ、狭帯域化に係るコスト動向や5GHz5GHz帯無線アクセ帯無線アクセ

アマチュア

スシステムの需要等を勘案しつつ、移行方策等について、引き続き検討をスシステムの需要等を勘案しつつ、移行方策等について、引き続き検討を行い、方向行い、方向
性を得る（～性を得る（～H24.3H24.3））

各種レーダー

産業科学医療用
（ＩＳＭ）

５GHz帯無線
クセ シ ム

無線
アクセス

プランバンド（固定衛星↓）

4.4 5.85［GHz］5.47 5.7255.35

各種レ ダアクセスシステム

5.04.9 5.25

5GHz5GHz帯電気通信業務用固定無線システム帯電気通信業務用固定無線システム
【【4.44.4～～4.9GHz4.9GHz】】
平成平成2424年年1111月月3030日までに周波数以降が確実に完了するよ日までに周波数以降が確実に完了するよ
う、無線局数う、無線局数の推移を確認（～の推移を確認（～H24.11H24.11））



【【 超超】】【【36GHz36GHz超超】】
高分解能ミリ波帯車載レーダーシステムの導入高分解能ミリ波帯車載レーダーシステムの導入
【【79GHz79GHz帯帯】】

79GHz79GHz帯を利用した高分解能の車載レーダーシステムの導入帯を利用した高分解能の車載レーダーシステムの導入
について技術試験事務を実施して検討し 実用化を目指すについて技術試験事務を実施して検討し 実用化を目指す

自動車レーダー
（特定小電力）電通・公共・一般業務

（固定・移動）

について技術試験事務を実施して検討し、実用化を目指すについて技術試験事務を実施して検討し、実用化を目指す
（（H23H23頃）頃）

電
波

特定小電力

電
波
天

簡
易

電
波

公共・一般
業務（固定）

公共業務
（移動）

（固定 移動）
電気通信業務等
（固定衛星↑） アマチュアアマチュア

各
種
レ
ー

放送事業

放送事業
（移動）

天
文

30 3000［GHz］59 66

54
.2
7

55
.2
7

特定小電力天
文

公共業務
（移動）

無
線

天
文

ー
ダ
ー

78 8138
.0

38
.5

39
.539
.0 4241

無線アクセス

未利用周波数帯の利用促進に向けた基盤技術の研究開発未利用周波数帯の利用促進に向けた基盤技術の研究開発
【【未利用周波数帯（概ね未利用周波数帯（概ね30GH30GH 以上）以上）】】

無線アクセス

【【未利用周波数帯（概ね未利用周波数帯（概ね30GHz30GHz以上）以上）】】

未利用周波数帯の利用促進に向けた基盤技術の研究開発に取り組む（～未利用周波数帯の利用促進に向けた基盤技術の研究開発に取り組む（～H22.3H22.3））

超高速無線超高速無線LANLANの導入の導入
【【ミリ波帯（ミリ波帯（3030～～300GHz300GHz帯）帯）】】

ミリ波帯等を利用したギガビット級の無線ミリ波帯等を利用したギガビット級の無線LANLANシステムの研究開発に取り組んでおりシステムの研究開発に取り組んでおりミリ波帯等を利用したギガビット級の無線ミリ波帯等を利用したギガビット級の無線LANLANシステムの研究開発に取り組んでおりシステムの研究開発に取り組んでおり
（～（～21.321.3）、実用化）、実用化を目指す（を目指す（H22H22頃）頃）


